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全体 発表会における討論の充実を図る。 卒業研究発表会における、学生の討論を７割目標に指導を行う。 4 Ｃ 質疑・討論を発展させ、発表会の充実を図る。

講義、実験・実習における異国文化に触れる機会を各科１回/年、設定する。 5・10 Ｄ
海外研修と専攻科講師陣等、異国文化に触れ

る機会を設定する。

中国語検定1級の全員合格を目標に指導する。 5・10 Ａ 続けて全員合格を目標にする。

生物生産科 卒業生講話で現状を知る。 農業従事者や関連産業の卒業生講話を1回/年は設定し、現状を理解させる。 8 Ａ
講話を充実させ現状理解をする中で、学生の

キャリア形成を行う。

チェックリストの作成を行い、実施する。 農場予算品目におけるＨＡＣＣＰのチェックリストを作成し、毎回学生に実施させる。 3・12 Ｃ
チェックリストの改善・学生への意識づけを

行う。

全体 専門分野の知識の理解を図る。 専門科目での未生物資源利用について知識の定着を図り、次年度に向けての研究項目（1研究/専攻）を考える。
1・2・
12・15

Ｂ
各専攻テーマで循環型の農業・社会を形成す

る取り組みを行う。

自彊研究の充実を図る。 農教研会誌の個人研究に毎年３研究は寄稿する。 4 Ｄ 自彊研究として個人研究を行い、寄稿する。

学生の発信の場を図る。 実験・実習の内容を、オープンキャンパスや学園祭（展示、体験講座）を通して全学生発信する。 4・10 Ａ
研究、実験・実習のアウトプットの場を設

定・充実させ、発揮できるようにする。

全体 機器を活用した講義の充実を図る。 各実験・実習でＩＣＴ機器を用いた講義の導入に向け、前・後期１回以上実施する。 4・10 Ｄ
機材・環境の整備を行う中で効果的な講義の

充実を図る。

生物生産科 「ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ演習」の充実を図る。 簡易かまどの演習を３回/年行い、自炊の技術向上を図る。 11 Ａ 災害時の対応技術の向上を図る。
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次年度の主な課題

地域の農業関連産業や６次
産業化に寄与する教育

HACCP 食品工学科

講義の充実を図る。

3
地域農業の生産を支える教
育

5
地域環境を守り、創造する
教育

循環型農業、循環型社
会

★「評価ＡＢＣＤＥ」の基準：Ａ９０～１００％の成果を得られた　Ｂ７０～８９％の成果を得られた　Ｃ４０～６９％の成果を得られた　Ｄ１０～３９％の成果を得られた　Ｅ０～９％の成果を得られた

6
地域資源を活用し、地域振
興の拠点となる教育

地域資源活用、特産
物、

地域交流、食農教育
全体

7
Society5.0の時代に応じ
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2
世界と日本をつなぐグロー
カル教育

グローカル教育、
国際交流 全体

8 地域防災を推進する教育 多面的機能

※本プランは全国農業高等学校長協会「第４次アクションプラン」の規定により、各学校ホームページにて公表、年度末に福岡県教育委員会に報告します。また、福岡県農業教育研究大会誌にも毎年掲載(情報共有)します。

★作成・提出の流れ
　①各学科は「行動計画１～８」のうち必ず１つ以上「本年度重点取組」「具体的方策」を記載する。②毎年度始めに「本年度重点取組」「具体的方策」を各学科全職員、次に農務部全職員で協議して作成し、４月３０日までに校長会第１研究委員会事務担当
者に提出及び各校のＨＰに掲載する。③毎年度末に「評価」「次年度の主な課題」を各学科全職員、次に農務部全職員で協議して作成し、２月１０日までに校長会第１研究委員会事務担当者に提出及び各校のＨＰに掲載する。④令和８年１０月から本取組につ
いての検証を行い総括する。


